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制度の実施が、城中村における集団経済の維持発展に必要な資本をもたらし、産業構成の高度化
及びそれと関連した土地利用構成の転換につながったことを明らかにした。さらに、行政側の監
督力の不足、村の自治管理機関の住民側に立った事態放置が、城中村居住域の高層化・高密度化
に大きく影響したことを明らかにした。 
第４章では、城中村における外部共用空間の空間構成、住民の生活行動の類型と住民間の交
流実態に関する調査を通して、現在の城中村の居住環境の特徴、及び在来住民と流入住民との住
まい方の相違を把握した。在来住民では定住意向が外部共用空間の利用と関連し、住民間の交流
が定住を促進させると考えられる。一方、流入住民では、近所付き合い範囲が広いほど、外部共
用空間の利用が活発であるという関連が認められる。それより、外部共用空間において社会行動
を誘発する機能を向上させる環境整備を行うことで、住民全体の交流を促し、ひいては定住意向
を強めて、城中村という地域社会が持続性を高めることができるのではないかと考えられる。 
第５章では、整備対象である城中村旧居住域における住民による居住環境の改善・整備に対
する意識、特に村間の相違、及び在来住民と流入住民の相違に着目して、城中村の旧居住域にお
いて改善すべき整備課題と整備方向について検討した。これらをもとに、城中村住民の側から今
後の居住環境整備のあり方、方向性について検討し、第一に、城中村個々が旧来から受け継いだ
固有の歴史・文化・空間的条件を生かした整備であるべきこと、次いで、城中村の立地条件と空
間変化の特徴をふまえた、全面的再開発ではない修復的整備であるべきこと、そして、第三に在
来住民と流入住民の共生社会の形成促進に向けた整備であるべきこと、を提言した。 
最後、第６章において結論として本研究の要約を行い、城中村の持続的環境整備のあり方と
方向性についてとりまとめた。 
